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１．経済政策の目標：創造的成長（Innovative 
Growth) の促進
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２．なぜ今、ＧＮＰ（或いはＧＤＰ）の成長の重要性が
問われるのか。

(a) 財界人をはじめ大きな誤解がある。

誤解：人口が減っても一人当たりＧＤＰが増加

する（個々人の生活水準が上昇する）の

で問題はない。またヨーロッパの主要国

のように、日本の人口より少ないけれど

立派にやっている。



4

(b) この誤解が間違っている点
(i) 扶養率[高齢人口（６５～）／労働力人口（２０～６４）]の上昇

(ii) ＧＮＰという全体のパイが低下すれば社会保障制を維持できなくなる

扶養負担比率（社会保障費／ＧＤＰの増大）

分母の増大＝社会保障費の増大 分母の労働人口低下＝ＧＤＰの低下

勤労者の負担の増加
経済全体のパイの低下によ

る社会保障給付の減少
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３．勤労者一人当たり所得増加率とＧＮＰ成長率の隔離が生
む深刻な問題：実例、２００４年の日本の年金改革

(a)高齢者（６５＋α）の年金給付を勤労者一人当たり所得と

比例させて増加（相対的生活水準の維持）

⇒扶養率の上昇は勤労者の負担（掛金／給与）の限
りなき増大

⇒対策：年金給付を勤労者一人当たり所得ではなく

ＧＤＰの成長に比例させる(ＧＤＰ‐index化）

⇒一人当たりの賃金とＧＤＰの成長の間に乖離があ
る限り、高齢者の相対的生活水準は勤労者に比べ
限りなく低下

⇒相対的貧困層の増大
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(b)この年金問題は、医療、介護などにもあてはまる

(c) 経済全体のパイ（ＧＮＰ）を増やすしかない
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４．創造的成長の促進

(a) 少子化対策：今やる。但し労働力人口に現れる効
果は２０～３０年先

(b) 中期（今から２０～３０年）政策

(i) 扶養率の低下策

⇒分母の労働力人口を増やす

高齢者の労働力
参加率上昇

女性の労働力参
加率上昇

若者の労働力参
加率上昇
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(ii) 高齢者の労働力参加を高める年金、医療、介護

のあり方

年金：退職年の選択性、一人の年金総額は所与、
退職期間の一年当たりの年金給付、生活水

準を選択可能

医療：健康資本の促進、早い時期（働き盛り）からの

生活習慣病対策 → 医療、介護コストの削減
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(c) “ＴＦＰ（全要素生産性）倍増” 政策

(i) Science → Technology リンクの強化

(ii) Technology-Innovation のリンクの強化

リスク、不確実性を管理できる金融のあり方

企業法制：ＬＬＰ

専門家・高熟練労働市場の柔軟化

(iii) サービス分野（流通、金融、医療など）での

ＴＦＰ成長 → ＩＴユーザーの課題（米国のＴＦＰの増加

は専らサービス分野） （図①＆②）

(iv) 専門領域の間に生まれる最近のinnovation
→大学組織、企業組織の改革

(v) 製造業とサービスの融合したinnovation 
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Source: Corrado, A. Carol, Charles R. Hulten, and Daniel E.Sichel, “Intangible Capital and Economic 
Growth,” NBER Working Paper Series 11948, 2006

①



11

Source: Triplette, E. Jack and Barry P. Bosworth, 2004, Productivity in the U.S. Services Sector, 

Brookings Institution Press

②
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